
規 

則 
埼
玉
県
水
源
地
域
保
全
条
例
施
行
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

    

平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
日 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 

  

埼
玉
県
水
源
地
域
保
全
条
例
施
行
規
則 

（
届
出
の
対
象
と
な
る
水
源
地
域
内
の
土
地
） 

第
一
条 

 

埼
玉
県
水
源
地
域
保
全
条
例
（
平
成
二
十
四
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
二
号
。
以
下
「
条

例
」
と
い
う
。
） 

第
二
条
第
二
項
の
規
則
で
定
め
る
土
地
は
、
木
竹
が
集
団
し
て
生
育
し
て
い

る
土
地
又
は
木
竹
の
集
団
的
な
生
育
に
供
さ
れ
る
土
地
で
、
そ
の
地
目
が
山
林
、
原
野
又
は
保

安
林
で
あ
る
も
の
と
す
る
。 

（
使
用
及
び
収
益
を
目
的
と
す
る
権
利
） 

第
二
条 

条
例
第
二
条
第
二
項
の
規
則
で
定
め
る
使
用
及
び
収
益
を
目
的
と
す
る
権
利
は
、
地
役

権
、
使
用
貸
借
に
よ
る
権
利
及
び
賃
借
権
と
す
る
。 

（
水
源
地
域
の
指
定
の
案
の
公
告
） 

第
三
条 

条
例
第
六
条
第
三
項
（
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
る
公
告
は
、
埼
玉
県
報
に
告
示
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
公
聴
会
） 

第
四
条 

 

知
事
は
、
条
例
第
六
条
第
五
項
（ 

同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

の
規
定
に
よ
り
公
聴
会
を
開
催
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
日
時
及
び
場
所
並
び
に
公
聴
会

に
お
い
て
意
見
を
聴
こ
う
と
す
る
案
件
を
埼
玉
県
報
に
告
示
す
る
と
と
も
に
、
当
該
案
件
に
関

し
意
見
を
聴
く
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
者
（ 

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
公
述
人
」
と
い
う
。
）

に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 
 

前
項
の
規
定
に
よ
る
告
示
は
、
公
聴
会
の
日
の
三
週
間
前
ま
で
に
行
う
も
の
と
す
る
。 

３ 
 

公
聴
会
は
、
知
事
の
指
名
す
る
職
員
が
議
長
と
し
て
主
宰
す
る
。 

４ 
 

公
聴
会
に
お
い
て
は
、
議
長
は
、
ま
ず
公
述
人
の
う
ち
異
議
が
あ
る
旨
の
意
見
書
を
提
出
し
た
者
そ

の
他
意
見
を
聴
こ
う
と
す
る
案
件
に
つ
い
て
異
議
を
有
す
る
者
に
異
議
の
内
容
及
び
理
由
を
陳
述
さ
せ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 
 

公
述
人
は
、
発
言
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
議
長
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 
 

議
長
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
公
聴
会
を
傍
聴
し
て
い
る
者
に
発
言
を
許
す
こ
と

が
で
き
る
。 

７ 
 

公
述
人
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
り
発
言
を
許
さ
れ
た
者
は
、
第
一
項
の
案
件
の
範
囲
を
超
え 

埼
玉
県
規
則
第
三
十
四
号 



て
発
言
し
て
は
な
ら
な
い
。 

８ 
 

議
長
は
、
公
述
人
及
び
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
発
言
を
許
さ
れ
た
者
が
第
一
項
の
案
件
の
範
囲
を
超

え
て
発
言
し
た
と
き
は
、
そ
の
発
言
を
禁
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

９ 
 

議
長
は
、
公
聴
会
の
秩
序
を
維
持
す
る
た
め
、
そ
の
秩
序
を
乱
し
、
又
は
不
穏
な
言
動
を
し
た
者
が

あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
対
し
、
当
該
行
為
の
中
止
又
は
退
場
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。 

議
長
は
、
公
聴
会
の
終
了
後
遅
滞
な
く
公
聴
会
の
経
過
に
関
す
る
重
要
な
事
項
を
記
載
し
た
調
書
を

作
成
し
、
こ
れ
に
署
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
届
出
を
要
す
る
土
地
売
買
等
の
契
約
） 

第
五
条  

条
例
第
七
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
契
約
は
、
次
に
掲
げ
る
契
約
と
す
る
。

一 

贈
与
契
約 

二 

売
買
契
約

三 

交
換
契
約 

四  

地
上
権
の
設
定
契
約
五  

地
役
権
の
設
定
契
約
六  

使

用
貸
借
契
約 

七 
 

賃
貸
借
契
約 

（
土
地
の
所
有
権
等
の
移
転
等
の
届
出
） 

第
六
条 

条
例
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
様
式
第
一
号
の
土
地
の
所
有
権
等
の
移

転
等
の
届
出
書
に
よ
り
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２  

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一  

土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
の
位
置
を
示
す
図
面 

二  

登
記
事
項
証
明
書
そ
の
他
土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
に
つ
い
て
所
有
権
等
を
有
す

る
こ
と
を
証
す
る
書
面
の
写
し 

３  

条
例
第
七
条
第
一
項
第
五
号
の
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一  

土
地
売
買
等
の
契
約
の
種
類 

二 

土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
の
地
目
及
び
現
況

三 

土
地
売
買
等
の
契
約
の
締
結
予
定
年
月
日 

４  

条
例
第
七
条
第
二
項
第
一
号
の
規
則
で
定
め
る
法
人
は
、
分
収
林
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十

三
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
十
条
第
二
号
の
森
林
整
備
法
人
と
す
る
。 

（
身
分
証
明
書
） 

第
七
条 

条
例
第
九
条
第
三
項
の
身
分
を
示
す
証
明
書
の
様
式
は
、
様
式
第
二
号
の
と
お
り
と
す

る
。 

附 

則 

10 



こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
五
条
か
ら
第
七
条
ま 

で
の
規
定
は
、
同
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附 

則 
こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

 
 

 

附 

則 

 

１ 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
様
式
第
二
号
の
改
正
規
定
は
、
令
和 

 

四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

改
正
前
の
様
式
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す 

 

る
こ
と
が
で
き
る
。 



様式第１号（第６条関係） 

 

 

 
（宛先） 

埼玉県知事 

 

土地の所有権等の移転等の届出書 

 

 

 

 
 

届出者 住所 

 

 

 
年 月 日 

 

氏名  

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名 

電話番号 

下記のとおり土地の所有権等の移転又は設定をする契約を締結したいので、埼玉県水源地域保全条 

例第７条第１項の規定により届け出ます。 
 

記 

１ 契約の当事者 

 
当 事 者 

氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 

住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

所有権等の移転

又は設定をしよ 

うとする者 

  

所有権等の移転

又は設定を受け 

ようとする者 

  

 

２ 契約に係る土地の所在等 

所 在 面積（㎡） 契約の種類 所有権等の種別及び内容 

    

土地の利用目的 地 目 現 況 契約の締結予定年月日 

    

 

年 月 日 



注 １ 「所在」の欄は、契約に係る土地について市町村名から記載してください。 

なお、全ての筆を記載することとし、契約に係る土地が数筆にわたり記載しきれない場合は、 

「外○筆（別紙記載）」として別紙に記載の上、添付してください。 

２ 「契約の種類」の欄は、土地売買等の契約について、贈与契約、売買契約、交換契約、地上権

の設定契約、地役権の設定契約、使用貸借契約又は賃貸借契約の中から該当するものを記載し

てください。 

３ 「所有権等の種別及び内容」の欄は、土地売買等の契約に係る権利について、所有権、地上権、

地役権、使用貸借による権利又は賃借権の中から該当するものを、期限のあるものは終期も併せ

て記載してください。 

４ 「土地の利用目的」の欄は、所有権等の移転又は設定の後における土地の主な利用目的につ

いて、具体的に記載してください。 

５ 「地目」の欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

６ 「現況」の欄は、主たる現況を具体的に記載してください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第７条関係） 

（第１面） 

 第   号  

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書 

 

職  名 
氏  名 

 

生年月日   年  月  日生 

   年  月  日交付  

   年  月  日限り有効  

  埼玉県知事        □印  

 

 

                （第２面） 

 この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に

丸印のある法令の条項により立入検査等をする職権を有するものです。 

法 令 の 条 項 該当の有無 

  

  

  

  

  

  

  

 

２ 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令の

条項を記載すること。 

３ 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「〇」を、有

しない場合は「－」を記載すること。 

４ 記載する法令の条項の数に応じて、行を適宜追加すること。第２面につ

いては、その全部又は一部を裏面に記載することができる。 

５ 裏面には、参照条文を記載することができる。 

写 

真 

（備考）１ この証明書は、用紙１枚で作成することとする。 


